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10．平成１７年１０月期  個別中間財務諸表の概要 

                               
平成 17 年６月 15 日 

 
会 社 名  エイケン工業株式会社                    上場取引所  ＪＡＳＤＡＱ 
コード番号  ７２６５                本社所在都道府県  静岡県 
（ＵＲＬ http：//www.eiken-kk.co.jp） 
代 表 者  役 職 名  代表取締役社長 
        氏 名  河 野 三 征 
問い合わせ先  責任者役職名  取締役総務部長 
        氏    名  池 田 文 明          ＴＥＬ（０５３７）８６－３１０５ 
決算取締役会開催日    平成 17 年６月 15 日            中間配当制度の有無  有  
中間配当支払開始日                       単元株制度採用の有無  有(1 単元 1,000 株)  
 
１．１７年４月中間期の業績（平成１６年１１月１日～平成１７年４月３０日） 

（１）経営成績                                                            （百万円未満切捨） 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 
 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％

１７年 ４ 月中間期 ２,０４４ (△ 8.9) １８９ (△15.8) １９２ (△16.6) 

１６年 ４ 月中間期 ２,２４３ (  9.4) ２２５ (  9.0) ２３１ (  9.2) 

１ ６ 年 １ ０ 月 期 ４,３７４  ４４７  ４５６  
 
 中間(当期)純利益 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円        ％ 円           銭

１７年 ４ 月中間期    １１２ (△ 4.0)   １６ ２６ 

１６年 ４ 月中間期    １１６ (  38.7)   １６ ８０ 

１ ６ 年 １ ０ 月 期    ２４３    ３３ ０３ 

（注）１．期中平均株式数 １７年４月中間期  6,897,487 株 １６年４月中間期  6,952,651 株 
                         １６年１０月期  6,932,173 株 
     ２．会計処理の方法の変更      無 
     ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間増

減率 

（２）配当状況 

 1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 円      銭 円      銭

１７年 ４ 月中間期   ０ ００ ― ― 

１６年 ４ 月中間期   ０ ００ ― ― 

１ ６ 年 １ ０ 月 期 ― ― １５ ００ 

（３）財政状態 

 総   資   産 株  主  資  本 株主資本比率 1 株当たり株主資本
 百万円 百万円 ％ 円      銭

１７年 ４ 月中間期 ５,２１５ ３,６４７ ６９．９ ５２９ ３４ 

１６年 ４ 月中間期 ５,１３３ ３,５３６ ６８．９ ５１０ ６０ 

１ ６ 年 １ ０ 月 期 ５,１０６ ３,６４４ ７１．４ ５２５ ７９ 

（注）期末発行済株式数 １７年４月中間期  6,890,548 株 １６年４月中間期  6,926,750 株 
                        １６年１０月期  6,903,548 株 
     期末自己株式数   １７年４月中間期   309,452 株 １６年４月中間期    273,250 株 
                        １６年１０月期    296,452 株 
  
２．１７年１０月期の業績予想（平成１６年１１月１日～平成１７年１０月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
 売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

期   末  
百万円 百万円 百万円 円    銭 円    銭

通       期 
４,１３０ ３４４ ２０４ １５ ００ １５ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２９円７２銭 
（ 注 ）上記予想の前提条件及びその他の関連する事項については、連結添付資料６頁「通期の業績見通

し」をご参照下さい。 
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11．個別中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表 

（単位：千円単位未満切捨） 

前中間会計期間末 

(平成 16 年４月 30 日現在)

当中間会計期間末 

(平成 17 年４月 30 日現在) 

前事業年度要約貸借対照表

(平成 16 年 10 月 31 日現在)
期   別  

  科   目 
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（  資  産  の  部  ） ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産   

   1．現 金 及 び 預 金 1,639,534 1,646,070  1,701,806 

   2．受 取 手 形※3   727,178   570,539  720,353 

   3．売 掛 金  508,977  510,350  438,534 

   4．た な 卸 資 産  531,638  597,282  550,354 

   5．そ の 他   85,442   79,904   51,009 

   6. 貸 倒 引 当 金 △      496 △      216  △      469 

      流 動 資 産 合 計  3,492,274 68.0  3,403,930 65.3 3,461,589 67.8

Ⅱ 固 定 資 産  

 (1)有 形 固 定 資 産   ※1  

   1．建 物 493,578 476,821  484,574 

   2．機 械 装 置  317,570  350,540  312,378 

   3．そ の 他  291,909  349,250  315,597 

      有 形 固定資産合計  1,103,058 21.5  1,176,613 22.5 1,112,550 21.8

 (2)無 形 固 定 資 産   7,001 0.1   5,450 0.1 8,958 0.2

 (3)投資その他の資産  

   1．投 資 有 価 証 券  166,057  269,673  155,274 

   2．保 険 積 立 金  140,053  155,205  148,355 

   3．そ の 他  225,135  205,171  220,569 

   4. 貸 倒 引 当 金 △        1 △      551  △      551 

      投資その他の資産合計  531,245 10.4  629,499 12.1 523,648 10.2

      固 定 資 産 合 計  1,641,305 32.0  1,811,563 34.7 1,645,157 32.2

      資 産 合 計  5,133,580 100.0  5,215,494 100.0 5,106,747 100.0
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（単位：千円単位未満切捨） 

前中間会計期間末 

(平成 16 年４月 30 日現在)

当中間会計期間末 

(平成 17 年４月 30 日現在) 

前事業年度要約貸借対照表

(平成 16 年 10 月 31 日現在)
期   別  

  科   目 
金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

(  負  債  の  部  ) ％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債  

  1．支 払 手 形 115,864  88,161  102,328 

  2．買 掛 金 172,519 172,039  176,053 

  3．短 期 借 入 金 ― 600,000  300,000 

  4．未 払 法 人 税 等 126,500 130,296  98,500 

  5．賞 与 引 当 金 124,250 114,500  23,127 

  6．そ の 他 142,045 141,075  148,958 

     流 動 負 債 合 計   681,179 13.3 1,246,073 23.9   848,968 16.6

Ⅱ 固 定 負 債  

  1．長 期 借 入 金 600,000 ―  300,000 

  2．退 職 給 付 引 当 金  103,434   98,014   95,083 

  3．役員退職慰労引当金 210,101 221,942  215,922 

  4. そ の 他 2,000 2,000  2,000 

     固 定 負 債 合 計 915,535 17.8 321,956  6.2 613,005 12.0

     負 債 合 計 1,596,714 31.1 1,568,030 30.1 1,461,973 28.6

  

(  資  本  の  部  )  

Ⅰ 資 本 金 601,800 11.7 601,800 11.5 601,800 11.8

Ⅱ 資 本 剰 余 金  

    資 本 準 備 金 389,764 389,764  389,764 

     資 本 剰 余 金 合 計 389,764 7.6 389,764 7.5 389,764 7.6

Ⅲ 利 益 剰 余 金  

  1．利 益 準 備 金 150,450 150,450  150,450 

  2．任 意 積 立 金 2,301,639 2,401,240  2,301,639 

  3．中間(当期)未処分利益 221,240 242,383  348,272 

     利 益 剰 余 金 合 計 2,673,330 52.1 2,794,073 53.6 2,800,361 54.8

Ⅴ その他有価証券評価差額金    14,778 0.3    23,939 0.4   8,116 0.2

Ⅵ 自己株式 △  142,808 △2.8 △  162,113 △3.1 △  155,268 △3.0

     資 本 合 計 3,536,865 68.9 3,647,464 69.9 3,644,773 71.4

     負 債 及び資本合計 5,133,580 100.0 5,215,494 100.0 5,106,747 100.0
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（２）中間損益計算書 

（単位：千円単位未満切捨） 

前中間会計期間 
自 平成 15 年 11 月 1 日

至 平成 16 年 4 月 30 日

当中間会計期間 
自 平成 16 年 11 月 1 日 

至 平成 17 年 4 月 30 日 

前事業年度要約損益計算書

自 平成 15 年 11 月 1 日

至 平成 16 年 10 月 31 日

期   別  

 

  科   目 金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

 ％ ％ ％

Ⅰ 売 上 高 2,243,250 100.0 2,044,341 100.0 4,374,119 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 1,668,292 74.4 1,531,991 74.9 3,232,638 73.9

     売 上 総 利 益 574,958 25.6 512,350 25.1 1,141,481 26.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 349,391 15.5 322,422 15.8 694,289 15.9

     営 業 利 益 225,567 10.1 189,927  9.3 447,191 10.2

Ⅳ 営 業 外 収 益※1  8,382 0.3  7,198 0.3 15,920 0.4

Ⅴ 営 業 外 費 用※2 2,567 0.1 4,265 0.2  7,107 0.2

     経 常 利 益 231,382 10.3 192,861  9.4 456,004 10.4

Ⅵ 特 別 利 益 4,307 0.2 3,091 0.1  4,600 0.1

Ⅶ 特 別 損 失 32,328 1.4 743 0.0 40,594 0.9

   税引前中間(当期)純利益 203,360 9.1 195,208 9.5 420,010  9.6

   法人税、住民税及び事業税 125,688 5.6 126,487 6.2 171,508 3.9

   法 人 税 等 調 整 額 △   39,197 △1.7 △   43,444 △2.2     4,600 0.1

   中 間 (当 期 )純 利 益 116,870 5.2 112,165 5.5 243,901 5.6

   前 期 繰 越 利 益 104,370 130,218  104,370 

   中間(当期)未処分利益 221,240 242,383  348,272 
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（３）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①資産の評価基準及び評価方法 

     イ．有価証券 

（イ）子会社株式及び関連会社株式 

         移動平均法による原価法 

（ロ）その他有価証券 

         時価のあるもの 

          中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処理

し,売却原価は、移動平均法により算定） 

          時価のないもの 

         移動平均法による原価法 

ロ．デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

時価法 

     ハ．たな卸資産 

     （イ）商品・製品・半製品・仕掛品・原材料・貯蔵品（梱包材料） 

             総平均法による原価法 

             ただし、金型製品、金型仕掛品は個別法による原価法 

       （ロ）貯蔵品（梱包材料以外） 

             最終仕入原価法 

 

②固定資産の減価償却の方法 

      イ．有形固定資産 

           定率法 

           ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物付属設備は除く）は、定額法 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建  物      ７～３８年 

       機械装置      ８～１２年 

       そ の 他      ２～４０年 

ロ．無形固定資産 

       ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法 

    ハ．長期前払費用 

       定額法 

 

③引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上してお

ります。 

      ロ．賞与引当金 

          従業員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

      ハ．退職給付引当金 

           従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務及び中小企業退

職金共済の支給見込額に基づき計上しております。 

      ニ．役員退職慰労引当金 

           役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しておりま

す。 

 

④リース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ 

         ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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⑤その他中間財務諸表作成のための基本となる事項 

イ．消費税等の会計処理 

     税抜方式を採用しております。 

      ロ．中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額 

       当期において予定している利益処分による特別償却準備金の積立て及び取崩しを前提と

して当中間会計期間に係る金額を計算しております。  
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前 中間会計期間末 

(平成 16 年４月 30 日現在) 

当 中 間会計期間末 

(平成 17 年４月 30 日現在) 

前 事 業 年 度 末 

(平成 16 年 10 月 31 日現在) 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1. 有形固定資産の減価償却累計額 

           2,396,457 千円            2,502,088 千円          2,453,803 千円

2.受取手形割引高  5,513 千円 2. 2.受取手形割引高   3,695 千円

※3. 

 

※3.期末日満期手形の取扱い 

期末日満期手形は満期日に

決済が行われたものとして

処理しております。なお、内

訳は次の通りであります。 

※3.期末日満期手形の取扱い 

期末日満期手形は満期日に決

済が行われたものとして処理

しております。なお、内訳は

次の通りであります。 

   受取手形   76,273 千円   受取手形    72,176 千円

 

（中間損益計算書関係） 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成 15 年 11 月 1 日 
至 平成 16 年 4 月 30 日 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成 16 年 11 月 1 日 
至 平成 17 年 4 月 30 日 

前 事 業 年 度 
自 平成 15 年 11 月 1 日 
至 平成 16 年 10 月 31 日 

※1. 営業外収益の主要項目  ※1. 営業外収益の主要項目  ※1. 営業外収益の主要項目  

      受 取 利 息          470 千円       受 取 利 息          514 千円       受取配当金        1,207 千円

   賃貸料収入     4,708 千円    賃貸料収入     4,630 千円    賃貸料収入     9,248 千円

※2. 営業外費用の主要項目  ※2. 営業外費用の主要項目  ※2. 営業外費用の主要項目  

   支払利息       2,152 千円    支払利息       2,097 千円    支払利息       4,283 千円

   

 3. 減価償却実施額  3. 減価償却実施額  3. 減価償却実施額 

   有形固定資産    59,783 千円    有形固定資産    60,893 千円    有形固定資産   126,833 千円

   無形固定資産     1,000 千円    無形固定資産       865 千円    無形固定資産     1,741 千円
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12.リース取引関係 

前 中 間 会 計 期 間 
自 平成 15 年 11 月 1 日 
至 平成 16 年 4 月 30 日 

当 中 間 会 計 期 間 
自 平成 16 年 11 月 1 日 
至 平成 17 年 4 月 30 日 

前 事 業 年 度 
自 平成 15 年 11 月 1 日 
至 平成 16 年 10 月 31 日 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、 

  減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

1.リース物件の取得価額相当額、

  減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

1.リース物件の取得価額相当額、

  減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

 
機  械 
装  置 

工具器
具備品 

合  計  
機  械 
装  置 

工具器
具備品

合  計  
機  械 
装  置 

工具器
具備品

合  計 

取  得 
価  額 
相当額 

千円 

107,255 

千円 

16,982 

千円 

124,237 

取  得
価  額
相当額

千円

107,255

千円

16,982

千円

124,237

取  得
価  額
相当額

千円 

107,255 

千円

16,982

千円

124,237

減価償却 
累計額 
相当額 

 

51,053 

 

12,051 

 

63,105 

減価償却
累計額
相当額 66,375 15,338 81,714

減価償却
累計額
相当額

 

58,714 13,695 72,409

中間期末 
残 高 
相当額 

 

56,202 

 

4,930 

 

61,132 

中間期末
残 高
相当額 40,880 1,643 42,523

期 末
残 高
相当額

 

48,541 3,286 51,828

   

2.未経過リース料中間期末残高 

相当額 

2.未経過リース料中間期末残高

相当額 

2.未経過リース料期末残高相当

額 

   

 １年以内 18,913 千円   １年以内 17,493 千円 １年以内 19,164 千円  

 １ 年 超 44,129 千円   １ 年 超 26,636 千円 １ 年 超 34,485 千円  

 合  計 63,043 千円   合  計 44,129 千円 合  計 53,649 千円  

   

3.支払リース料、減価償却費相当 

  額及び支払利息相当額 

3.支払リース料、減価償却費相当

  額及び支払利息相当額 

3.支払リース料、減価償却費相当

  額及び支払利息相当額 

 支払リース料 10,084 千円   支払リース料 10,084 千円 支払リース料 20,168 千円  

 減価償却費相当額 9,304 千円   減価償却費相当額 9,304 千円 減価償却費相当額 18,609 千円  

 支払利息相当額 811 千円   支払利息相当額 564 千円 支払利息相当額 1,502 千円  

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

 

4.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残 

  存価額を零とする定額法によ

っております。 

同   左 同   左 

   

5.利息相当額の算定方法 5.利息相当額の算定方法 5.利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

同   左 同   左 
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13．有価証券の時価等関係 

    前中間会計期間（平成 16 年４月 30 日現在） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

 

  当中間会計期間（平成 17 年４月 30 日現在） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

 

  前事業年度（平成 16 年 10 月 31 日現在） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

 

以   上 


